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所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ
る
種
の
他
の
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
大
公
国
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

国
事
行
為
臨
時
代
行
名

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

条
約
第
十
四
号

所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ
る
種
の
他
の
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本

国
と
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
大
公
国
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書

日
本
国
政
府
及
び
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
大
公
国
政
府
は
、

千
九
百
九
十
二
年
三
月
五
日
に
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
で
署
名
さ
れ
た
所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ
る
種
の
他
の
租
税
に

関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
大
公
国
と
の
間
の
条
約（
以
下「
条

約
」
と
い
う
。）を
改
正
す
る
こ
と
を
希
望
し
て
、

次
の
と
お
り
協
定
し
た
。

第
一
条

条
約
第
十
一
条
４
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

４

３
の
規
定
の
適
用
上
、「
中
央
銀
行
」
及
び
「
政
府
の
所
有
す
る
金
融
機
関
」
と
は
、
次
の
も
の
を
い
う
。
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ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
に
つ
い
て
は
、

ü

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
中
央
銀
行

@

国
立
信
用
投
資
公
社

A

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
政
府
が
資
本
の
全
部
を
所
有
す
る
そ
の
他
の
金
融
機
関
で
両
締
約
国
の
政
府
が
随
時
合

意
す
る
も
の

ç

日
本
国
に
つ
い
て
は
、

ü

日
本
銀
行

@

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫

A

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

B

独
立
行
政
法
人
日
本
貿
易
保
険

C

日
本
国
政
府
が
資
本
の
全
部
を
所
有
す
る
そ
の
他
の
金
融
機
関
で
両
締
約
国
の
政
府
が
随
時
合
意
す
る
も

の第
二
条

条
約
第
二
十
八
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
十
八
条

１

両
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
は
、
こ
の
条
約
の
規
定
の
実
施
又
は
両
締
約
国
若
し
く
は
そ
れ
ら
の
地
方
公
共

団
体
が
課
す
る
す
べ
て
の
種
類
の
租
税
に
関
す
る
両
締
約
国
の
法
令
（
当
該
法
令
に
基
づ
く
課
税
が
こ
の
条
約
の

規
定
に
反
し
な
い
場
合
に
限
る
。）の
規
定
の
運
用
若
し
く
は
執
行
に
関
連
す
る
情
報
を
交
換
す
る
。
情
報
の
交
換

は
、
第
一
条
及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
制
限
を
受
け
な
い
。
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